
様式第１号

年 月 日
旭川市長

１ 確認事項
⑴ 労働基準法や育児・介護休業法の労働関係法令に違反する重大な事実が過去３か年以内にない。
⑵ 育児・介護休業法を遵守した就業規則を整備している。

義務はない（パート含め10人未満）
⑶ 次世代法/女性活躍推進法に基づき一般事業主行動計画を策定・公表し都道府県労働局に届出をしている。

義務はない（101人未満）
⑷ 暴力団排除規定に該当しない。

２ 認定
⑴ 申請区分

新規
更新（前回の認定   年 月 日）

⑵ 申請区分認定
プラチナ （ 様式第２号申請項目票（申請書2枚目）①～⑩のうち該当９つ以上 ）
ゴールド （ 様式第２号申請項目票（申請書2枚目）①～⑩のうち該当７つ以上 ）
シルバー （ 様式第２号申請項目票（申請書2枚目）①～⑩のうち該当５つ以上 ）
ブロンズ （ 様式第２号申請項目票（申請書2枚目）①～⑩のうち該当３つ以上 ）

３ 表彰 ※認定を受けずに表彰のみを申請することはできません。
⑴ 申請 申請する 申請しない
⑵ 申請区分

人材育成・働きがい
ワークライフバランス
ダイバーシティ&インクルージョン

４ 企業情報

※以上はホームページで公表する項目があります。予めご了承ください。

連絡用情報

旭川市多様な働き方推進事業者（認定・表彰）申請書

フリガナ

代表者 職・氏名

 多様な働き方推進事業者認定・表彰制度実施要綱第５条に基づき，多様な働き方推進事業者の（認定・表彰）について申請しま
す。なお，この申請書については事実に相違ありません。

所在地 〒
（市内事業所）

申込み 法人全体  事業所
電話番号

メールアドレス
ホームページ
市内事業所名

農業・林業・漁業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業
製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業
運輸業，郵便業 卸売業，小売業 金融業・保険業
不動産業､物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業 宿泊業・飲食サービス業
生活関連サービス業，娯楽業 教育，学習支援業 医療，福祉
複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）

事業内容
常用労働者数（市内）

担当者 部署 氏名
電話  同上
メール 同上

送付先 同上 〒

事業者名

業種
（日本標準産業分類大分類）


